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1．はじめに
　最近のコンピュータ性能の著しい向上に伴い、企業では大型コンピュータ
からパソコンヘのダウンサイジングヘ移行し、個人ではパソコンを単にワー
プロや表計算で利用することだけでなく、電話回線を使ってパソコン通信を
利用するユーザーも多くなってきている。近年特に企業および個人ユーザー
が注目しているのはインターネットである。1997年7月現在の調査では国内
のインターネットユーザーは約530万人を超えるとみられている。（庄’〉95年に
おけるその数は45万人なので、約10倍の急激な伸びを示している。この要因
は96年にはインターネットとの接続を行う業者であるプロバイダーの数が約
4倍に増加したことのほかに、大手パソコン通信事業者がインターネットに
対応したことがユーザーの裾野を広げたと分析している。
　インターネット先進国のアメリカではインターネットを利用したビジネス
（EC：エレクトロニック・コマース、以下EC）として既に市場化されてきて
いる。本稿ではアメリカと日本におけるエレクトロニック・コマースについ
ての取り組み方について述べていく。
2．アメリカにおけるECの発展
　ECはインターネットを商取引に活用する狭義のECのほか、エレクトロニッ
ク・パブリケーションやエレクトロニック・アドバタイズメントと呼ばれる
形態を含める広義のECとからなる。
　広義のECを発展段階別に整理すれば次のようになる。
一73一
藤井信之
第1期（一1994）
特定の企業間で行われてきたプライベート・ネットワークまたはVANを活
用したもの。
第2期（1994－1995）
インターネット上で、広告、宣伝、情報提供を行うもの。エレクトロニック・
パブリケーションやエレクトロニック・アドバタイズメント。
第3期（1995一）
インターネットのセキュリティ、決済等の問題が解決し、WWW上で狭義の
ECが実現。エレクトロニック・パブリケーションやエレクトロニック・ア
ドバタイズメントとともに、巨大な電子マーケットが登場。
3．アメリカにおけるEC事業への取り組み
　アメリカにおけるECはそれが国策として推進されている点が特徴である。
米商務省技術局に連なるThe　National　Institute　of　Standards　and
Technology（NIST）は産業界と密接な連携をとりつつ技術開発、統計、企
画調整に取り組んでいる。NISTの中にはComputer　System　Laboratory
（CSL）が設置され、通称「情報スーパーハイウェイ」と呼ばれるNational
Information　Infrastructure（NII）に関連した研究を行っている。このNIST
と、プライベートセクターとして産業全般の標準規格策定に携わるThe
American　National　Standards　Institute（ANSI）が相互の密接な連携を期
して1995年7月に合意書を交わした。その目的を「アメリカの競争力を高め
るため」と明確にしている。
　CSLの個別研究テーマになっているECはコンピュータとネットワークを
介して行う商行為である。産業界にとって有益なものにするためには関連諸
規格の標準化とその普及が不可欠となる。国家の強力なイニシアティブで目
標に向かって官民が適進することにならなければこの分野のデファクトスタ
ンダードを獲得することは不可能になる。
　インターネットは本来的にはコンピュータに関係する研究者、あるいはコ
一74一
エレクトロニック・コマースの進展
ンピュータを使う研究者のためのものであった。すなわちコンピュータ関連
情報を流通させるときに選ばれるメディアはインターネットである。インター
ネットに流通しているEC関連の文書は膨大な量である。その文書から中核
に据えている団体や企業を知ることができる。
4．ECの定義
　ECに関わる団体や企業はどこでもWeb上でECの定義や理念を明らかにし
ている。その中でもBank　One　Corporationは際だった存在である。（庄2〉同社
はCommerceNetをはじめとするEC推進団体の複数に関係しているほか、
電子決済で重要な役割を果たすと考えられるMaster　CardのRPS　Product
Committee、VISAのePay　Advisory　Boardにも参画しており、企業向けに
も個人向けにも具体的なプログラムが95年にはすでに用意されている。
BankOneCorporationでは米政府が作った「Streamlining　Procurement
ThroughElectronicCommerce」を引用している。
　「ECは業務情報の交換をペーパーレスで行うことを意味し、EDI、電子
メール、電子掲示板、電子資金移動（EFT）およびその他の類似技術を使っ
てなされる。これらの技術は一般的に賃金コストが高い分野に適用されるが、
それは連絡文書の作成や様々な文書の処理が相応のコストを要する反面、何
ら積極的な価値を生まないからである。ECの推進は商行為の共同体に電子
情報の橋梁を設け、直接的にも間接的にもその共同体の利益になることを目
的とする。」
　この文書は米政府の全機関が行うすべての調達にわたって、できる限り早
期にECの枠組みを採用すべきことをうたったもので、1993年10月にクリン
トン大統領が署名している。
　EDIはECの下位概念として位置づけられている。その定義は同文書では
次のように定義されている。
　「EDIは標準仕様に従い定型の業務情報をコンピュータ間で交換すること
を意味する。この標準仕様は交換する当事者間で合意されたものが、しかる
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べき標準化団体（注3）が策定したセットの中から選択されなければならない。」
　EDIを広義に解釈してECのような意味で使っている文書、企業は多数存
在し、ECを研究、振興する団体でありながらEDIを看板に掲げている組織
が多く存在する。両者を明確に区別するにはこれらの2つの定義が妥当な線
になる。
　このように米連邦政府が強力に推進しているECであるが、州レベルでも
独立した動きが活発である。TEXAS－ONEはテキサス州商務省が運営してい
るEC関連情報提供サービスで、Webでも詳細な情報を得られる。
　他にもアメリカ各地の国防省系のEC情報提供拠点The　Electronic
Commerce　Resource　Centerがある。　アメリカでは　「Streamlining
Procurement　Through　Electronic　Commerce」で基本的姿勢が定まってい
るほかに、NIIと連動したECということで、「Electronic　Commerce　and　the
NII」という文書で中長期にわたる戦略策定がすでにできている。現在はそ
れに沿ったアクションプログラムが遂行されているのである。
5．日本におけるECへの動き
　日本でECが注目を集めだしたのは96年からである。通産省はECの概念を
「あらゆる経済活動（設計・開発、広告、受発注等の商取引、決済など）を
多様なコンピュータ・ネットワークを用いて行えるシステムであり、EDIや
CALSも含む広い範囲の情報システム」と説明している。また電子商取引の
推進団体である電子商取引実証推進協議会（EC協議会：ECOM）では、「ネッ
トワーク上で商取引の一部または全部を行うこと」と定義している。
　我が国の場合はECを（1）仮想商店街（バーチャル・モール）に個人がアク
セスして買物や決済などを行う企業と消費者間のEC（コンシューマEC）と、
（2）企業間ECに大別している。企業間ECでは、不特定多数の企業間のオープ
ンなEC（オープンEDIや競りシステム）と特定企業間のEC（CALS、EDI）
がある。
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6．通商産業省の推進体制
　通産省の取り組みは平成7年度から本格的に始まった。EC推進プロジェ
クトは広義のECのうち、「企業と消費者間の商取引」を中心にしている。目
的は実証実験を通じてEC事業の確立を目指すことである。
　通産省には欧米がいち早くECの実験に取り組む中で日本の取り組み方が
遅れているという認識がある。特に、暗号、認証、決済の分野で技術、確認
実験ともに明らかに欧米が先行している。これらの遅れを解消とするのがそ
の狙いである。またもう一つのポイントはユーザーの視点を重視しているこ
とである。
　実験は、大別して（1）ECの共通基盤となる技術の開発または共同開発への
参加（表1）、（2）EC関連の各種技術を使った実証実験を行うためのテスト
ベッドの構築（表2）の2つが行われている。平成7年度補正第一次予算
100億円を充当して企業と消費者間のECに関わる実証実験および共通技術開
発プロジェクトが進められている。また同第二次予算で2！7億5000万円を投
入して「企業間高度電子取引推進事業」が実施されている。
　企業と消費者間のECについては、ECOMが設立され、企業間ECに関して
は（1）CALS実証実験、（2）EDI高度化プロジェクト、（3）高度商品データベース
共同構築・検索技術プロジェクト、（4）電子公証システム等共通技術関連プロ
ジェクトなどのプロジェクトが進行している。
一77一
藤井信之
表1 技術開発プロジェクト概要
プロジェクト名
EC実験における複合
コンテンツサービス開
発提供プロジェクト
会話型マルチメディア情報（M且EG）
相互交換実験
コマース・ナビゲーション
システム
セキュアコマースプロトコル
を実現する共通プラッフォー
ムの開発
EC用非接触ICカード及
び汎用端末用リーダラ
イタユニットの技術開発
幹事会社 ぴあ㈱ MTソフトウェア㈱ ㈱セゾン情報システムズ ㈱日立製作所／富士通㈱／
目本電気㈱
㈱ニューメディア開発
協会／IC（潟
参加企業数 1 8 8 3 5／44
プロジェクトの
ホームページ
なし なし http，1homesaBon．co
lP／SIS／
なし 一
利用技術 商品情報記述技術 M肥G（ISO／EC13522－5）、MPEG1、
イベント処理、マルチメディア操作
（商品属性情報）
言語：C、C＋＋、Java、
JavaScriptなど暗号方
式：D鴎、RSA
SET（Secure　El㏄tromc賢
ansactlon）　ISO／IEC
9594－B（ITU－TX509）、暗
号方式：RSA、D圏、SHA－1
ISOlO5367816
トピックス（最
新状況）
複合サービスの基本と
なる単体サービスの提
供機能の開発を終了し、
現在、複合サービス提
供機能、およびサービ
ス作成支援機能の開発
を進めている。
MHEG実験規約（総則編、1N通信プロ
ファイル編）MHEGビューアソフトウェ
ア、及びMHEGオーサリングソフト
ウェァが97年3月末に完成。4月以降、
MHEGに基づくマルチメディアタイ
トル作成及び技術評価実験を予定して
いる。
個人情報コミュニケー
ション・ライブラリー、
ショソピング・サポー
ト・システム、パーソ
ナル・マネジメント・シ
ステムが完成し、現在
97年秋の完成を目指し
てコマース・スペース・
システム、分散リソー
スー元管理システムを
開発中である。
クレジット決済に関しては、
クレジソト会社の目本の商
習慣に関するリクワイアメ
ントをいただき、この要求
の実現方法をVISA、マス
ターカードに標準化に向け
て働きかけた。この仕様書
に基づき実証実験プロジェ
クトヘ共通プラソトフォー
ムの提供を行った。また、
銀行取引についてもクワイ
アメントの整理とこの実現
のための仕様の策定を行っ
ている。
ICカード、リーダラ
イトユニソトとも機能
設計、構造設計完了
概要（キーワー
ド）
複合サービスとは、イ
ンターネット上での異
業種の商品サービス情
報を横断的に集積し組
み合わせ、一般消費者
に対しては1つのパッ
ク商品として提供する
ものである。本プロシェ
クトの目的は、複合商
品・サービスの意味内
容を記述する標準デー
タフォーマットの確立
や複合サービス作成支
援環境の提供を通し、
複合サービスコンテン
ツ提供のインフラスト
ラクチャーを整備する
ことにある。
ISOマルチメディア標準（MHEG）に関
する実験規約の作成、MHEGビュー
ア／オーサリングッールの開発により、
各種プラットフォーム上に構築したビュー
ア／オーサリング間のマルチメディア
情報の相互交換性を実証する。
MHEGの実験規約では、llN型通信
用プロファイル及び1、1型通信用プ
ロファイルを考え、さらに各プロファ
イルは実験機能水準に応して高機能レ
ベル中機能レベル及び基本機能レベル
を設ける。MHEGビューア、M肥G
オーサリングソフトウェアは最も適用
範囲が広いと考えられる1・N型通信
プロファイルの中機能レベルを対象と
して開発する。また、MHEGビュー
アについてはマルチプラットフォーム
環境を実証するためWmdous95用及び
MacmtQshOS用をそれそれ開発する。
最後に技術評価実験を実施して、国際
標準、実験規約、各ソフトウェア仕様
の評価を行う。
インターネット上に大
量に分散して提供され
る商品／サービスに関
する情報を、その提供
者と消費者との間で円
滑に流通させることを
ねらいとしたシステム。
消費者（クライアント）
と情報提供者Web（サー
バー）をゲートウェイ・
サーバーによって結び
付け、これによって情
報を円滑に流通させる。
また、情報の提供方法
を効果的に行うために、
消費者のプライバシー
を守りながら、消費者
個人の属性に応じたプ
レゼンテーションやプ
ロモーションなどを展
開する。
インターネソトに代表され
るオープンなネソトワーク
上で企業と消費者の間の電
子商取引における支払い・
決済を行うための消費者向
け共通プラットフォーム
（SECESecure　Electronic
Commerce　Euvぼonment）
を開発する。
クレジット支払いについて
はSETに沿って国際的取引
が行えることに加え、日本
の商習慣にも対応できるも
のとする。また、銀行取引
については、購買にともな
う支払いを銀行口座で行え
るようにするとともに、残
高照会振込などの機能の
実現を図る。
1．EC用非接触ICカー
ドの技術開発，国際標
準化機構（ISO）におい
て規格がほぼ固まった
非接触ICカード（近接
型ICカード）の実用化
に向けた技術開発を行
う。また、国際規格に
準拠した国内標準実装
規約の作成を行う。
2EC用非接触ICカー
ドに対応する汎用端末
用リードライタユニソ
トの技術開発：非接触
式ICカード（近接型IC
カード）の国際規格に
準拠した国内標準実装
規約を作成し、この実
装規約に対応する汎用
端末用リーダライタユ
ニットの仕様作成、設
計、評価を行う。
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プロジェクト名（愛称など） JapanNet（ジャパンネット） SmartConorelub Cybernetclub
幹事会社 三菱商事 ㈱三菱総合研究所 ユーシーカード㈱
参加企業数（F973末） 約50社 31社 13社
参加企業数（最終） 未定 未定 13社
実験開始 9611 974 96．7
モニターの募集状況 募集中 募集中 近日公募開始
モニター人数（973末） 約300名 120名 2，000名
モニター人数（最終） 30，000名 5，000名 10，000名
モニターの特色 ビジネス・ピープルと一般生活者の双
方をターゲットとして募集
特に限定しない モニターにはサイバーネットカードを
発行
モールの特色 定期的なメニューの更新。マガジンス
タイルを志向。
デジタルコンテンッのような小額決済
から通信販売まで幅広いレンジの決済
ができる。
富士通・日立の2系統を用意し、各々
異なった輸入形態が体験できる、
出店数（F973末） 4店 5店 30店
出店数（最終） 未定 7店 100店
プロジェクトのホームページ http：1www，lapannet．or聖／http・1www．scc．o卯／ http．1wwwuccard，or，P／
認証局の有無 有り 有り 有り
　　　利用認証局
（ヘリサイン、GTE、独自等）
独自認証局 独自認証局 独自認証局
（購入時）本人認証方法 独自認証局発行による認証書による認
証
デジタル署名 CAのデジタル署名による
カードの種類 DCカード FD／磁気ストライプ 磁気ストライプ
決済手段 クレジット（sgr準拠）／銀行決済 クレジット／電子小切手 クレジット（SED
利用技術 認証技術（RSA公開鍵暗号方式）、暗
号技術（共通M鱒など）
認証技術、電子小切手
ECOM、SET～CAFIS連携
認証局、ゲートウェイ、ファイァゥォー
ル、加盟店管理
トピックス（最新情報〉 96．11認証局設立、限定会員向けに証
明証発行、3月末から一般向けに認証
決済サービス開始。
電子決1斉システム開発着手、12月より
CAFISとの接続試験実施、テナント
募集。97年4月より第一次実証実験開
始。
2月24日から第ニフェーズの新システ
ムの運用を開始し、実験モニターを10
万人規模へ拡大中。加盟店募集活動も
積極展開中である。
概要（キーワード） 1）ECの最新技術（電子認証、電子決
済、セキュリティなど）を利用した認
証決済サービスの提供。
2）独自認証局の運営。
3）海外認証局との相互認証。
サイバースペース上の異業種の協業に
より、EC実現に必要な技術の開発、
社会的利便性や受容性などを検証。
世界標準となるべく認証局の立ち上げ、
ネソトワーク上の決済方式（SETと互
換性を持たせた日本独自の決済方式）
の構築を行い、コンシューマーにとっ
ても利便性、安全性を高めたEC上の
クレジット決済システムの薙を行う。
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プロジェクト名（愛称等） 多目的ICカードによる利便性の高いショッピングシステムの実験 CCC（サイノ宝一コマースシティ） メディアポート名古屋
幹事会社 沖電気工業㈱ ㈲関西情報センター 中部ニュービジネス協議会
参加企業数（797．3末） 未定 125社 120社
参加企業数（最終） 未定 130社以上 300社
実験開始 未定 974 974
モニターの募集状況 募集中 募集中 募集中
モニター人数（97．3末） 未定 2，500名 2，000名
モニター人数（最終） 未定 5，000名以上 5，000名
モニターの特色 商店街周辺の消費者 限定はしない。（全国から広く募集） 都市利用者は、会員制
モールの特色 Realの世界でのICカード利用実験 関西圏を中心とした総合モール 予約街、ギフト街、ブライダル街など
の機能的区切りをしたモール
出店数（‘973末） 未定 40店 50店
出店数（最終） 未定 100店以上 300店
プロジェクトのホームページ ｝ http／www．commercec亘tyorp／http，1wwwcjnor］P／mpn／
認証局の有無 なし 有り 有り
　　　利用認証局
（ヘリサイン、GTE、独自等）
一 サーバー認証はVer旧lgn、個人認証は
昏berNetClubの認証局を利用
VISA、ベリサイン
（購入時）本人認証方法 ICカード間の相互認証 電子決済の場合はSECE デジタル署名＋ID＋Password
カードの種類 ICカード 磁気ストライプ 磁気ストライプ
決済手段 プリペイドマネー クレジソト（SECE）及び既存の決済方法 クレジット（SEr〉
利用技術 ICカード、RSA、カードtoカードプ
ロトコル技術、電子金庫管理技術
SECE、商品検索など SECE、認証局、VRML
トピックス（最新情報） 当社カードtoカードプロトコルの仕様
書が完成し、ICカードの開発がスター
ト。
974より電子決済機構運用開始 97．4からモール運用開始
概要（キーワード） 本システムは金融機関が発行すること
を想定した電子マネーシステム。暗号
処理により安全性、利便性に優れたシ
ステムを構築するための技術開発プロ
ジェクト。今後、金融機関を含んだコ
ンソーシアムを形成後、実験を行う。
さまざまなレベルの出店者の見方から、
ECの可能性および消費者、企業への
インパクトを評価する。
・EC活性化に必要とされる要素技術
を、ユーザーの立場から評価する。
・ECを実行時に発生する、技術面以
外の諸問題のデータを収集し、対策を
検討する。
マイホーム（利用者個人の空間の提供〉、
物流まで含めたネットワーク完結型シ
ステム、テンプレート方式による商品
登録
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プロシェクト名（愛称等） S㏄（SmartCommarceJapan）仮想展示会を中心としたECの大規模実証実験 ハーチャルシティ構想
幹事会社 ㈱東芝、VISAインターナショナル ソフトバンク㈱ 日本電気㈱
参加企業数（97，3末） 32社 2社 80社
参加企業数（最終〉 未定 2社 150社以上
実験開始 97．4（Rea1〉
97．8（Vrtual）
97．5 975
モニターの募集状況 募集中 特にモニターの募集は行わない 募集中
モニター人数（F97，3末） 募集中 一 募集中
モニター人数（最終） 約30，000名
一 50，000名以上（特定モニター1，000名以上〉
モニターの特色 特に限定しない 一 特に限定しない
モールの特色 消費者の利便性を考慮し、バーチャル
とリアルの両モールを開設
wwwサーバー上のPC関連製品情報提
供サービス
テーマ性を重視し、新しいライフスタイルを検索す
る高集積商業モールズ。また、バーチャルモールの
飽に、公共施設・駅・百貨店に端末（SMMK）を設置
出店数（’973末） 未 約3，000店 5月実験開始に向けて募集中
出店数（最終） 20～30店を予定 約1，000店 150店以上
プロジェクトのホームページ ht七P・1www．SGJ．orlPhttp／com－path，vFtualexp・or，Phttp／www．v－cltyorlP
認証局の有無 有り なし 有り
　　　利用認証局
（ベリサイン、GTE、独自等）
他の認証局（ベリサイン） 一 NEC独自、または金融機関指定
（購入時）本人認証方法 デジタル署名＋Password 購入機能を提供しない ID＋パスワード、指紋（ICカード使用
時）
カートの種類 磁気ストライプ／ICカード併用 一 ICカード
決済手段 クレジット（S町）SVC 一 クレジット／銀行口座決済
利用技術 EMV仕様ICカード 情報ナビゲーション、負荷分散機構な
ど
暗号、認証、電子決済、ユーザーインターフェイス、商品画
像などのマルチメディア技術、次世代キオスク端末技術
トピックス（最新情報） 974リアルモール運用開始
97，6バーチャルモール運用開始
システム開発の最終段階 96．10VC構想コンソーシアム進捗報告会
9612〃大阪説明会
972〃ECフォーラム
97，3〃総会
概要（キーワード） EMV仕様のICカードを利用。このIC
カード上に従来のクレジットカードの
機能に加え、小口取引でコストをかけ
ない形で決済を行うストアード・バリュー
・カード（SVC）機能を実装し、実験を
行う。
P ユーザーに対し、PC関連製品・サー
ビスにかかわる情報を種々の形態で提
供する。実験では、ユーザーの振る舞
いの収集、分散サイト問の負荷分散・
コンテンッ周期方式の比較、検索方式
の有用性の比較などを行う。
消費者の購買動機の誘因から購入、オ
ンライン決済に至る一連の購買プロセ
ス全体を検証。オープンなネットワー
ク上に仮想者肺を構築して電子商取引
を実現する場を提供する。また、消費
者とコミュニケーションを密にするこ
とにより、より～肖費者二一ズに近い商
品提供を目指す。
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エレクトロニック　コマースの進展
プロジェクト名（愛称等） 電子公共サービス統合システムーワンストソプ・サービスの実現一
　カードレス・カードシステム・
プラソトフォーム（CCP）開発実験
幹事会社 電算 ㈱野村総合研究所
参加企業数（F973末） 6社 10社
参加企業数（最終） 6社 10数社
実験開始 977 　　　　964
（モール運用開始は96．10，2）
モニターの募集状況 977から募集 募集中
モニター人数（W，3末） 一 3，250名（CyberCard発行べ一ス）
モニター人数（最終） 述べ5，000名 10，200名
モニターの特色 長野県更埴市において公共サービスを
利用する一般的な市民
セキュリティを重視するインターネッ
ト・ユーザー
モールの特色 一 インターネノト販売実績を有する店舗
が出店
出店数（97、3末〉 一 3店
出店数（最終） 一 7～10店程度
プロジェクトのホームペーシ 一 http・／www．ccp．or．］P／
認証局の有無 一 有り
　　　利用認証局
（ヘリサイン、GTE、独自等）
一 独自認証局（97年度にCyber　l距ust
Japanを利用予定）
（購入時）本人認証方法 一 ID＋個人鍵Pssword（電子署名〉
カートの種類 一 なし（ソフトウェア製）
決済手段 クレジット（97年度にSET対応〉
利用技術 暗号技術 公開鍵暗号技術、SECE等
トピックス（最新情報） 一般消費者参加から5ヵ月経過。会員ア
ンケート結果「CCPの仕組みは比較的好
評」。97年度フェーズ2（SEr対応噺規
機能付加・外部CAの利用など〉の準備中。
概要（キーワード） 住所などの異動の場合は、自治体に届
け出ることが国民の義務であり、また、
電気、ガス、水道、銀行などの公共サー
ヒスについても各企業に対して変更手
続きが必要である。これらを一括して
行うワンストップ・サービスを実現し、
利用者の受容性などを検証する。
現行のプラスチクカードやICカード
を必要としない「カードレス」なEC
プラソトフォームを構築。セキュアな
ビシネスプロトコルの確立・EC構築運
用コストの低減哨費者二一ズの充足
などを実証する。
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注
　（1）ASAHIパソコン1997．8．1号朝日新聞社
　（2）全米88行　1425店舗を有する銀行持ち株会社
　（3）例えばANSIまたはISO
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